【　別　記　様　式　集　】


※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領の共通事項】
　企画書の書式は、以下のとおりとする。なお、複数の別記様式を１ページに集約して記載しても構わない。
· 用紙





：Ａ４（JIS-P 0138）縦
· フォント



：9.5～12ポイント
· １行文字数


：35～50文字
· １ページの行数
：30～45行
· 余白





：上下左右に20mm以上
· 特に指示のない場合は各々１ページ以内（片面印刷）
【記入要領】
１　別記様式６を表紙として、別記様式６～９（枝番含む）の様式を提出する。

２　作成者は、提出書類の疑義につき、対応のできる者を記入すること。
３　別記様式６において、共同企業体の場合は（別記様式６）企画提案書内の記入例を参照すること。


（別記様式６）
	企　画　提　案　書
令和　　年　　月　　日
　沖縄県知事　殿
                         　           提出者　住　　　　所：共同企業体事務所の住所(記入例)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：共同企業体事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：○○○○業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△△・○○××共同企業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者構成員：△△(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員：○○(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：

　令和８年度首里城公園防災・防火に係る検討業務委託に係るプロポーザル方式に応募します。
　なお、企画書の内容については事実と相違ないことを誓約します。




（別記様式７）
・業務実施体制（企業を対象）
	分担業務の内容
	備考（代表構成員、構成員の別、企業名、再委託先又は協力先及びその理由）

	
	

	
	

	
	


・技術者の配置体制
	
	予定技術者名
	企業名・所属
・役職
	担当する分担業務

	管理技術者
	
	
	

	担当技術者
	
	
	



※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】
１　業務実施体制
(1) １社単独、共同企業体、いずれの場合においても業務の分担について記載するものとする。（業務の分担を行わない場合には記載する必要はない。）

(2) 共同企業体により業務を実施する場合は、備考欄に共同企業体の構成員である旨を記述するとともに、企業名等を記述すること。また、代表者はその旨を記述すること。
(3) 他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
２　技術者の配置体制
(1) 氏名にはふりがなをふること。

(2) 所属・役職については、企画書の提出者以外の企業に所属する場合（共同企業体を除く。）は、企業名等も記載すること。

（別記様式８）
・業務実施方針
・業務フロー（スキーム）
	


・工程計画
	検討項目
	                           業務工程                     
	備考

	
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】

１　業務の実施方針、業務フローチャート、工程計画について簡潔に記載する。
２　提出者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
３　（別記様式８）については、Ａ４版２枚以内に記載すること。


（別記様式９－１）
テーマに対する企画提案
	･テーマ　
ア　令和８年度首里城公園防災・防火に係る検討業務委託
イ　防災・防火仕様書及び初動対応マニュアルの見直しについて




※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】
１　実施内容を明確に記載すること。
２　記載にあたっては、概念図、出典の明示できる図表、既住成果、現地写真を用いることに支障はないが、本件のために作成したＣＧ、詳細図面等を用いることは認めない。
３　提出者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な企業名・個人名等）を記載してはならない。
３　Ａ４版２枚以内に記載すること。

